
令和３年人事委員会勧告等の概要 
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東京都人事委員会 

 

１ ポイント 

〇 例月給は改定見送り、特別給は２年連続の引下げ 

例月給 

・公民較差（△103円、△0.03％）は、かなり小さいため、改定を見送り 

特別給（賞与） 

・年間支給月数を0.10月分（4.55月→4.45月）引下げ、期末手当で実施 

   〇 定年の引上げについて意見を申出 

 

２ 職員と民間従業員の給与比較 

(1) 比較の方法 

・企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の都内10,875事業所を調査母集団とし、

そのうち1,230事業所を無作為抽出して調査 

（調査完了747事業所 調査実人員55,758人） 

＜例月給＞職員と民間従業員の４月分支給額を調査し、ラスパイレス方式により、主

な給与決定要素である役職、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を対比

させ、職員の人員数のウエイトを用いて両者の給与水準を比較 

＜特別給＞民間従業員に対する直近１年間（昨年８月から本年７月まで）の賞与の支

給実績を調査し、職員と比較 

 (2) 比較の結果 

＜例月給＞                                （平均年齢 41.1歳） 

民 間 従 業 員 職 員 公 民 較 差 

402,795円 402,898円  △103円（△0.03％） 

（注）職員給与は、本年４月の行政職給料表（一）適用者（新卒採用職員を除く。）の給与 

＜特別給＞ 

民 間 支 給 割 合 職 員 支 給 月 数 差 

4.45月 4.55月 △0.10月 

 

 

 



３ 給与の改定 

(1) 改定の考え方 

・本年の公民較差はかなり小さく、公民の給与はおおむね均衡している状況にある

ことから、例月給の改定を見送り 

・特別給については、民間の支給割合が職員の年間支給月数を下回るため引下げ 

(2) 改定の内容 

特別給 

・民間の支給状況を踏まえ、年間支給月数を0.10月分引下げ 

（再任用職員は0.05月分） 

・引下げは期末手当で実施 

(3) 実施時期 

令和３年12月支給の期末手当から実施 

 

４ 60歳を超える職員の給与 

(1) 考え方 

・職員の給与は、社会一般の情勢に適応するとともに、国家公務員等との均衡を図

る必要 

・調査によると、都内の60歳台前半層の民間従業員の年間給与は、60歳前のおおむ

ね７割水準 

・国家公務員については、定年引上げに伴い60歳を超える職員の給与を100分の70

とする措置が実施 

(2) 内容 

・当分の間、60歳を超える職員の給与は７割水準が適当 

・定年引上げに伴い、新たに導入される定年前再任用短時間勤務職員の給与は現行

の再任用短時間勤務職員と同様の取扱いが適当 

 

５ 今後の課題 

(1) 職務給の更なる進展等 

・行政職給料表（一）１級・２級について、上位級とのバランスを考慮した昇給幅

への是正の視点から、課題の解決に向けた適切な対応を検討 

(2) 能力・業績を反映した給与制度の更なる進展 

(3) 新たな給与制度の在り方についての検討 

・定年引上げ完成後、60歳前後での給与水準が連続的になるよう、新たな給与制度

の在り方について研究・検討  



６ 人事制度及び勤務環境等に関する報告（意見） 

(1) 新たな時代における人事制度の在り方 

ア 都政の新たな展開を踏まえた人事制度の検証 

・都政の構造改革の推進には、職員構成の変化も考慮した上で、有為な人材の確保

とその後の計画的な育成が不可欠。中長期的な視点を持ち、未来の東京の実現に

向けた人事制度の在り方を検討していくことが必要 

・採用手続のデジタル化・オンライン化を進めて、ＷＥＢ面接など受験者にとって

利便性の高い手法を活用し、有為な人材を着実に確保 

・国・他自治体・民間など多様な主体との交流を活性化させ、外部の知識やスキル

を積極的に取り込み、職員の知見を向上させていくことも重要 

・都庁全体のＤＸを目指すためには、ＩＣＴ職の専門性を引き出す人材育成やキャ

リアパスの構築とともに、職員全体のデジタルに対する意識の醸成が重要 

・Ⅰ類Ａ採用試験を独立した区分として実施する必要性を含め、採用制度の在り方

について検討 

・主任級職選考の受験者のモチベーションを維持・向上させる方策を講じ、今後の

職員構成を考慮しつつ、選考の在り方について検討 

・管理職選考は、受験率の向上が課題であり、昇任選考への挑戦を促す取組や選考

の在り方について検討 

イ 誰もが活躍できる都庁の実現 

・ダイバーシティ、インクルージョンが尊重された都庁を実現するためには、全て

の職員がその能力や経験を活かし、実力を発揮できる環境づくりが重要 

・障害者活躍推進計画で定めた取組を着実に推進し、障害を有する職員が働きやす

い職場づくりに努めていくとともに、受け入れる組織を支える取組の強化が重要 

・高齢層職員について、引き続き国や民間の動向を注視し、定年引上げに伴う役職

定年制や再任用制度等の必要な見直しにおいて、都の実情に合った検討及び対応

をすることが重要 

(2) 働き方改革と勤務環境の整備 

ア ライフ・ワーク・バランスの推進 

・テレワーク等の活用の推進については、柔軟で多様な働き方の選択肢の一つとし

て、後戻りさせることなく定着させていくことが必要 

・感染症対策が長期化していく中で、超過勤務時間が増加している状況を深刻に捉

え、長時間労働の是正に向けた取組を強力に進める必要 

・教員については、感染症対策など工夫が求められる活動も多い中ではあるが、働

き方改革の取組を引き続き推進し、取組の実効性を確保していくことが肝要 

 



・柔軟で多様な働き方の推進については、育児・介護等と仕事の両立に向けて整備

した制度の利用を促進するとともに、利用しやすい職場環境づくりが重要 

・男性職員の育児休業等の取得については、取得勧奨やフォローアップの強化など

の取組を着実に進め、強力に推し進めていくことが必要 

・女性の更なる活躍推進に向け、女性管理職比率の向上、育児等の事情を抱える職

員のライフ・ワーク・バランスの実現に向け、取組を推進させていくことが重要 

イ 職員の勤務環境の整備 

・「職場におけるパワー・ハラスメントの防止に関する基本方針」に基づき、パ

ワー・ハラスメントのない勤務環境づくりに着実に取り組むことが重要 

・セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメントについて、引

き続き防止に向けた取組の推進が必要 

・性自認及び性的指向にかかわらず活躍できる勤務環境の整備に向けて、ハード・

ソフト両面から検討を前進させ、実現可能な取組から速やかに実施すべき 

・長時間労働の面接指導やメンタルヘルス対策など職員の適切な健康管理が必要。 

 ストレスチェックの受検勧奨を進め、セルフケア（職員自身の健康管理）の充実

を図るとともに、集団分析結果を職場の勤務環境改善に役立てていくことが重要 

(3) 公務員としての規律の徹底 

・依然として一部の職員において、公務員としての自覚を欠く行為が発生しており、

職員は公務の内外を問わず、改めて服務規律を徹底する必要 

・全ての職員が高い倫理観と使命感の下、公共のために働くという責任と誇りを持

ち誠実かつ公正に職務に精励することを強く望む 

 

７ 定年の引上げに関する意見 

(1) 定年の引上げ及びその関連制度 

・定年年齢を段階的に65歳に引上げ。引上げ期間中の再任用制度は現行と同様 

・役職定年制の導入に当たっては、国との権衡を考慮しつつ、都の任用実態を踏ま

えて対応 

・定年前再任用短時間勤務制の採用対象となる年齢は60歳以降 

(2) 60歳を超える職員の給与 

・60歳を超える職員の給料月額は60歳前の70％の額 

・役職定年制により降任した職員の給料は、降任前の給料月額の70％の額となるよ

う差額を支給 

・定年前再任用短時間勤務職員の給与は、現行の再任用職員と同様の取扱い 

 

 
連絡先 東京都人事委員会 事務局 

任 用 公 平 部 任 用 給 与 課

電 話 0 3 ( 5 3 2 0 ) 6 9 4 1 ～ 3 


